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建設関連業の活性化に向けた建設関連業の活性化に向けた
課題と対応の方向(案) 
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建設関連業の活性化に向けた課題と対応の方向（案） 
＜建設関連業の役割＞ 

「測量業 「建設 ンサルタント業 「地質調査業 の 業種は建設関連業と呼ばれ 建設業と 体とな て建設生産システムを構成 システムの「上流部 であり

＜建設関連業の置かれている状況＞

• 「測量業」、「建設コンサルタント業」、「地質調査業」の3業種は建設関連業と呼ばれ、建設業と一体となって建設生産システムを構成。システムの「上流部」であり
建設生産物の品質を左右する調査･設計業務を始め、「下流部」である維持修繕業務にいたる幅広い範囲で、技術サービスを提供。【P.6】 

• 測量業については測量法で、建設コンサルタント業及び地質調査業については国土交通大臣告示で、それぞれ事業者の登録制度が設けられており、雇用してい
る技術者や企業の財務状況、提供する技術サービスの分野（建設コンサルタント業のみ）等についての情報を発注者等に提供。【P.7,9】 

○ 価格競争の激化とその影響 
• 市場の縮小に伴い低価格入札が増加 【p.15】 
• 国交省発注の建設コンサルタント業務等においては、低入札が近年増加。

低入札の業務に対する評価点は総じて低いものが多く 品質確保の観点か

○ 厳しい経営環境 
• いずれも中小企業が多く、また公共事業に関

する業務が多いことから、近年の公共投資の
減少の中 受注金額は減少傾向【P8 12】

建設関連業 置 る状況

低入札の業務に対する評価点は総じて低いものが多く、品質確保の観点か
ら入札契約制度改革や低価格入札対策が必要。【P.16】 

• 直轄業務においては、平成20年5月から総合評価落札方式を導入。また、
平成22年度からは履行確実性評価等を行っており、低入札の件数が減少
傾向 【 17 21】

減少の中、受注金額は減少傾向【P.8‐12】
• 売上高経常利益率が低水準の状況であり、

特に資本金の小さい企業ほど利益率が低い
傾向。マイナスとなっている企業も多い。
【P13 14】 傾向。【p.17‐21】

• 一方、地方公共団体発注業務については、今なお価格競争や予定価格の
事前公表が多い状況。【P.22,23】 

○ 求められる技術水準の高度化･複雑化 ○ 海外 PPP CM等新たな○ 厳しい労働環境

【P.13,14】 
• 大手中心の売上高経常利益率は下落傾向

で、過去12年でほぼ半減【P.13】 

○ 求められる技術水準の高度化 複雑化
• 環境調査や地域住民の意向反映等、公共事業に求めら

れるニーズが多様化。 
• 工事の高度化･複雑化が進展しているほか、IT技術を活

用したGIS等新たなサービスの創出

○ 海外､PPP､CM等新たな
サービス分野への展開 

• アジア等のインフラ市場の拡大に
伴い、ODA案件を含め海外での
建設 ンサルタント業務等 のビ

○ 厳しい労働環境
• 就業者の年間労働時間及び残

業時間が増加する一方で、賃金
は他産業に比較して低く、ここ10
年は減少傾向 【p 26 28】 用したGIS等新たなサ ビスの創出 

• 発注者における企業の技術力評価の重要性が増大。 
• 一方で、測量業者や地質調査業者に対しては、地域的

特性を熟知し、災害時等に迅速・的確な対応・情報提供
が可能な、地域に密着した業者・技術者が求められてい

建設コンサルタント業務等へのビ
ジネスチャンスが増大。【p.31,32】 

• PPP、PFI等新たな手法によるイ
ンフラ整備･管理の登場【p.31,33】 

• プロジェクトの高度化･複雑化に

年は減少傾向。【p.26‐28】 
• 厳しい経営環境のため近年は新

規雇用が進まず、若手技術者の
割合が低下。【p.29】 

• 納期が年度末に集中するため労 る。また、今後は、地方公共団体における発注者支援業
務等きめ細かな技術サービスへのニーズに対応できる、
地域の建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄが求められることが想定される。 

• プロジェクトの高度化 複雑化に
より、プロジェクト全体のマネジメ
ントを提供する新たなビジネスス
タイルの登場。 

• 納期が年度末に集中するため労
働時間の繁閑の差が激しく、こ
れにより労働環境が悪化。
【p.30】  2 



建設関連業の活性化に向けた課題と対応の方向（案） 

＜建設関連業の活性化に向けた方策＞＜建設関連業の活性化に向けた方策＞

• 建設産業2007で示された方向性も踏まえ、平成20年より「建設関連業検討会」（座長：小澤一雅東京大学教授）において、
建設関連業のあり方と課題解決に向け関係者の果たすべき役割について検討。 

• 平成22年3月に「建設関連業の課題と展望」を取りまとめ、示された方策を逐次実施。 
示された課題と れま 実施状況 主なも は 以下 通り• 示された課題とこれまでの実施状況の主なものは、以下の通り。

主な検討課題 主な実施状況 

登録制度の活用促進 国や地方公共団体の発注者等に対し周知徹底、パンフレットの作成 

顧
客

情報提供の仕組みづくり 登録業者に関する情報を国及び国民向けにインターネット等を介した提供を開始（平成23年9月
開始予定） 

入札契約制度改革の推進
国土交通省直轄については、総合評価落札方式等技術力を適切に評価する方式と、低入札価格
調査制度等ダンピング防止のための仕組みを導入し 対象業務を拡充 方 地方公共団体に・

国
民
の
ニ
ー
ズ

入札契約制度改革の推進 調査制度等ダンピング防止のための仕組みを導入し、対象業務を拡充。一方、地方公共団体に
おいては、これらの取組みが必ずしも進展しておらず、予定価格の事前公表を多くの団体で実施。 

海外展開のための取組み

国土交通省において、以下の取組みを建設業と一体として実施している。今後も取組みを継続。 
「海外官民協議会の開催」「大臣・副大臣等によるトップセールス（ベトナム、マレーシア、インドネ
シア等） 「業団体による若手向け海外OJT 「ジオテク カルベ スラインレポ ト※の翻訳 出ズ

へ
の
対
応 

海外展開のための取組み 
シア等）」、「業団体による若手向け海外OJT」、「ジオテクニカルベースラインレポート※の翻訳・出
版」等   ※地質調査業に関し、欧米で発注者と受注者がリスク分担ルールを定める際に用いられている。 

新規分野進出に資するための情
報提供・制度見直し 

業界・企業の個別の取組み状況について、情報収集等を進めているが、行政側からの積極的な
情報発信や支援策等の検討等には至っていない。 

建設コンサルタント登録規程にお
けるマネジメント部門の創設 これまでの検討においては、十分な進展が見られていない。 

業
と

な
発

対
応

暴力団排除、技術管理者の専任
性の緩和 民間資格の活用 指導 建設コンサルタント及び地質調査業登録規程等の改正（平成23年7月施行）し

て
の
健
全

発
展
の
た
め
の

応 性の緩和、民間資格の活用、指導
監督強化のための中間的処分 

建設コンサルタント及び地質調査業登録規程等の改正（平成23年7月施行）

労働環境の改善、業界のPR等 各企業、業界において努力されているが、経営環境が厳しい中、具体的な改善に結びついていな
い。 3 



建設関連業の活性化に向けた課題と対応の方向（案） 
＜建設関連業における更なる方策＞

若手技術者の確保が進建設産業システムの上流を担う 今後、中長期的には公共事業の大幅な増加

• これらの取り組みについては、これまでに一定の進捗を見ているが、必ずしも十分とは言えないもの、更に検討を要するものもある状況 
• 建設生産システム全体の視点から検討する必要もあるのではないか。 

若手技術者の確保が進
まないままでは、技術･技
能の承継が困難であり、
ひいては社会資本整備水
準の維持すら困難となる

建設産業シ テ の 流を担う
建設関連業については、建設生
産物の品質確保のため技術力
に優れた企業が適正評価され、
持続的経営を可能となるよう

今後、中長期的には公共事業の大幅な増加
が見込めず、また維持修繕の需要が増大す
ること、より高度なプロジェクトマネジメント能
力を求められること等を踏まえれば、以下の
ような新分野への展開が必要ではないか準の維持すら困難となる

ことが懸念されることか
ら、関係者による以下の
ような取り組みが必要で

持続的経営を可能となるよう、
特に地方公共団体発注業務に
おいて競争環境の適正化を図る
べきではないか。具体的には、

ような新分野への展開が必要ではないか。 
①マネジメントに関するサービス提供 
• プロジェクトの企画構想段階から、地方公共

団体等発注者を支援したり、プロジェクト管うな取り組み 必要
はないか。 
①業界･各企業における取組み 
• 労働時間、賃金等労働条

件の改善による若手技術

き な 。具体的 、
以下のものについて地方公共団
体における取り組みを働きかけ
るべきではないか。 
①技術力の適正評価

理といったサービス提供

• 今後ＣＭの制度化を検討するに当たって
は、建設コンサルタント等を含む建設産業シ
ステム全体の担い手を念頭におくべきでは件の改善による若手技術

者の確保 
• 建設産業システム全体と

してその役割等のアピー
ルに取り組み、若者から

①技術力の適正評価
• 総合評価落札方式の拡充 
• プロポーザル方式の拡充 

②適正価格での受注による生産物の
品質確保

ステム全体の担い手を念頭におく きでは
ないか。 

②社会資本整備、維持管理に関するサービス提供 
• PPP、PFI等社会資本整備、維持管理への

民間活力活用を見込んだ 新たなビジネスルに取り組み、若者から
見て魅力ある産業へと脱
皮 

②発注者における取り組み 
• 年度末に集中している納

品質確保 
• 低入札価格調査制度又は最低制

限価格制度の採用 
③競争条件の整備 
• 予定価格の事後公表制への移行

民間活力活用を見込んだ、新たなビジネス
モデル創出 

③アジア等海外インフラ市場への展開 
• 海外市場においては建設業と建設関連業は

体として観念されており 建設生産システ
年度末に集中している納
期について平準化を図る
等により、繁忙期における
技術者の負担を軽減 

• 予定価格の事後公表制への移行

• 必要に応じた地域要件・地域貢
献度・地域精通度等の適切な設
定 

一体として観念されており、建設生産システ
ムの担い手全体として海外展開 

新たなビジネスチャンスに対応するため、必要な支
援を検討すべきではないか。 4 



建設関連業の現状と取組み 

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 5 



建設生産システムにおける建設関連業の位置付け 

調査・設計 施工 
（建設業） 

維持管理 

地質調査業
ボーリング調査 
土質試験・解析等 
 ・主に設計に必要な 

地質調査業 

地盤の強度の算出 

企画 
 
 

計画 
 
 

調査
 
 

設計
 
 

施
工
監
理 

・構想の策定 
・ﾏｽﾀｰﾌﾟﾗﾝ 

・環境影響
評価（事前） 

・基本設計 
・詳細設計 
実施設計

・長期計画 
・基本計画 

維
持
管
理 

  ・実施設計・事業計画 

測量業
建設コンサルタント 

測量 
 ・土地の形状の把握等 

注： 企画の前段階や施工監理の段階等において、測量、地質調査を行うこともある。 
6 



建設関連業者登録制度 

業種 測量業 建設コンサルタント 地質調査業 

表．建設関連業登録制度（概要） 
種 測 建設 質調

根拠法令等 測量法（昭和24年法律188号) 
建設コンサルタント登録規程 
（昭和52年建設省告示第717号) 

地質調査業者登録規程 
（昭和52年建設省告示第718号) 

法律による規制 任意の制度 任意の制度 
性格 （登録がなければ営業するこ

とは不可) 
（登録がなくても営業することは
可） 

（登録がなくても営業することは
可） 

・登録する部門毎に専任の技術
・専任の技術管理者を置くこと
（規程第3条1項1号）

登録に関する
実質的要件

・営業所ごとに測量士(技術者
として基本測量・公共測量に
従事する者)を１名以上置くこ

管理者を置くこと（規程第3条1項
1号） 
・建設コンサルタント業務を履行
するに足りる財産的基礎又は金

（規程第3条1項1号）
・営業所毎に専任の現場管理者
を置くこと（同2号) 
・地質調査業務を履行するに足

実質的要件 従事する者)を１名以上置くこ
と（法第55条の13） 

するに足りる財産的基礎又は金
銭的信用(資本金500万円以上か
つ自己資本1,000万円以上）を有
すること（同2号） 

りる財産的基礎又は金銭的信用
(資本金500万円以上かつ自己
資本1,000万円以上）を有するこ
と（同3号）と（同3号）

7 



建設関連業登録者数は 建設投資がピ クの平成４年以降も増加傾向にあ たが 平成１

建設投資と建設関連業登録業者数の推移 

建設関連業登録者数は、建設投資がピークの平成４年以降も増加傾向にあったが、平成１
５～１７年にピークを迎え、横ばい又は減少傾向にある。 

測量： 12,974業者 
（▲12.0%:ピーク比） 

H22建設投資見通し：
40 7兆円40.7兆円 

▲51.5%（ピーク比） 

建コン： 3,952業者 
(▲6.2%:ピーク比)

地質： 1 286業者

8 
 出典： 国土交通省建設投資見通し及び建設市場整備課資料 
  ※ 登録業者数については各年度末時点のもの 

地質： 1,286業者 
(▲7.5%:ピーク比) 



登録業者数と兼業状況の変化 
＜兼業率の変化（H15→H20）＞ 

 ・測量業者： 17.8%→20.7% 

昭和57年度 
（地質調査業の登録業者数は1月末時点） 平成20年度

平成15年度 
測量業者 8% 0 %

  ・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ：  62.6%→69.8% 
  ・地質調査業者：  64.0%→68.6% 

（登録業者数のピーク） 
（地質調査業の登録業者数は1月末時点） 平成20年度

○各業登録業者数の増加 
○地質調査業者の兼業率の上昇 
○建設コンサルタント専業者数の増加 

○各業登録業者数の増加 
○地質調査業者の兼業率の上昇 
○建設コンサルタント専業者数の増加 

○各業登録業者数の減少 
○各業とも兼業率の上昇 
○各業登録業者数の減少 
○各業とも兼業率の上昇 

＜社会的背景＞
＜社会的背景＞ 
 ・公共/民間投資額の増加 

＜社会的背景＞
 ・公共/民間投資額の減少 
 ・長引く経済の低迷 

出典：建設市場整備課資料 9 



測量業者の受注実績 

地方公共団体（特に都道府県等）からの受注金額の減少が大きい。

測量業務 
地方公共団体（特に都道府県等）からの受注金額の減少が大きい。

233  2,000 

2,500  

円
）
 0.44 (H20/H14) 

民間 
233→110 
(▲52.8％) 

857  

684  692

210  
191  

174  
143 156

1,500  

金
額

（
億

円

都道府県等

市区町村
857→386 
(▲55.0％) 

710  
562  457  418  320 308 269

692 
582  

493  501  
386  

143 156 
110  

500  

1,000  

受
注

都道府県等
710→269 
(▲62.1％) 

国等

403  348  350  308  290  266  202  

308 269 

0  
H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 

403→202 
(▲49.9％) 

年度

国等 都道府県等 市区町村 民間 
発注機関名 

H14受注額（億円）→H20受注額（億円） 
（割合はH14実績に対する増減） 

10 

注1：青字は、平成20年度受注額の平成14年度受注額に対する割合 
注2：調査対象会社数は、年度によって異なる（H19：965社、H20：722社） 
出典：「測量業の経営実態調査及び受注状況調査報告」（（社）全国測量設計業協会 
   連合会）をもとに、建設市場整備課作成 

0.50 0.38 0.45 0.47 0.44 



地質調査業者の受注金額の推移 

受注金額（総額）は減少しており、特に地方公共団体からの受注金額の減少が大きい。受注金額（総額）は減少しており、特に地方公共団体からの受注金額の減少が大きい。 

図．地質調査業務の受注金額 
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H7受注額（億円） H21受注額（億円）

11 

注1：受注金額は元請による地質調査業務の受注のみを対象 
注2：対象業者は（社）全国地質調査業協会連合会に加盟している170社（H21調査は150社） 
注3：民間からの受注は、住宅建築時のボーリング、現場での試験等 
出典：（社）全国地質調査業協会連合会資料をもとに、建設市場整備課作成 

H7受注額（億円）→H21受注額（億円） 
（割合はH7実績に対する増減） 



建設コンサルタントの受注金額の推移 

受注金額（総額）は減少しており、特に地方公共団体からの受注金額の減少が大きい。

10,000  
民間 
市区町村 

受注金額（総額）は減少しており、特に地方公共団体からの受注金額の減少が大きい。 
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年度 

注1： 上記は 建設コンサルタント業務のみの受注実績である。

発注機関名 
H8受注額（億円）→H20受注額（億円） 

（割合はH8実績に対する比率） 

12 

注1： 上記は、建設コンサルタント業務のみの受注実績である。
注2： 建設コンサルタント関係５団体（建設コンサルタンツ協会、建設コンサルタンツ協同組合、ランドスケープコンサルタンツ協会、全国上下水道コンサルタント 
    協会、都市計画コンサルタント協会）によるアンケート調査による。 
注3： 旧建設省等は、旧建設省、公団、事業団、財団法人、社団法人を含む。 
注4： 都道府県は、地方公社を含む。 
出典： 平成22年度 建設コンサルタント白書（建設コンサルタンツ協会） 



測量会社の売上高経常利益率（資本金階層別） 

※ 資本金額の小さい会社ほど、売上高経常利益率は小さい傾向にある。

図．測量会社の売上高経常利益率（資本金階層別）

※ 資本金額の小さい会社ほど、売上高経常利益率は小さい傾向にある。
※ 資本金3,000万円未満の会社は、売上高経常利益率がマイナスとなっている。 
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売上高経常利益率 = 経常利益／総売上高×100

サービス業 売上高経常利益率（平成19年度） 
 中小企業：1.5% 
 大企業：3.9% 

注1：調査対象会社数は、年度により異なる（平成19年度は1,022社） 
出典：「測量業の経営実態調査及び受注状況調査報告」（（社）全国測量設計業協会連合会）及び2009年版中小企業白書（中小企業庁）をもとに、建設市場整備課作成 

売上高経常利益率  経常利益／総売上高 100 
（企業の営業活動と財務活動を併せた全体の収益力を示す指標） 
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建設コンサルタントの売上高経常利益率 

売上高経常利益率1%未満の企業が過半数となっている。

図．建設コンサルタント会社の売上高経常利益率 

売上高経常利益率1%未満の企業が過半数となっている。

上図の平均（H18） 2.1% 

注1：調査対象は、専業率80％以上の中小規模企業690社（資本金5,000万円未満： 
   638社、5,000万円以上：50社、未記載：2社） 
注2：有効回答数は、656社 
注3 「平成21年度建設コンサルタント白書」（（社）建設コンサルタンツ協会）

サービス業 売上高経常利益率（平成19年度） 
中小企業：1.5%

建設コンサルタンツ協会（H20）（注3） 3.1% 

建設コンサルタンツ協会（H8）（注3） 5.7% 

14 

注3：「平成21年度建設コンサルタント白書」（（社）建設コンサルタンツ協会）
出典：「中小建設コンサルタント業の活路開拓ビジョン（平成19年2月）」（建設コンサルタ 
   ンツ協同組合）及び2009年版中小企業白書（中小企業庁）をもとに、建設市場整備 
   課作成 

売上高経常利益率 = 経常利益／総売上高×100 
（企業の営業活動と財務活動を併せた全体の収益力を示す指標） 

 大企業：3.9% 



国土交通省直轄業務における低入札の発生状況 

建設関連業3業種全てにおいて、低入札価格調査発生率が増加傾向にある。

40 0

直轄業務における低入札価格調査実施状況 

建設関連業3業種全てにおいて、低入札価格調査発生率が増加傾向にある。
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15 
資料：国土交通省直轄工事等契約関係資料 
※地方整備局（港湾空港関係除く）、官庁営繕部、国土技術政策総合研究所、国土地理院 



直轄業務の品質確保対策の経緯・概要 

※平成21年度は3,405件実施（平成20年度比8.9倍）

調査の強化及び技術評価の 
厳格化 

16 出典：調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会（H21年度 第１回） 



総合評価落札方式とは 

経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮して 価格及び品質が総合的に優れた内容の契約（平経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮して、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約（平

成17 年3 月31 日 公共工事の品質確保の促進に関する法律 第3 条第2 項）であり、会計法上は、第29 条の

6 第2項に基づく競争（一般競争入札又は指名競争入札）に付する場合において、価格及びその他の条件が

国にとって最も有利なものをもって申し込みをした者を契約の相手方とする落札者決定方式国にとって最も有利なものをもって申し込みをした者を契約の相手方とする落札者決定方式

出典：建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン （平成２１年３月） 17 



調査・設計分野における品質確保対策について 

18 出典：調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会（H22年度 第１回） 



履行確実性評価について（直轄） 

19 出典：調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会（H22年度 第2回） 



履行確実性評価の実施状況（直轄） 

20 出典：調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会（H22年度 第2回） 



履行確実性評価の審査の効果（直轄） 

21 出典：調査・設計等分野における品質確保に関する懇談会（H22年度 第2回） 



地方公共団体における入札契約制度の導入状況 
建設コンサルタント業務についての入札契約制度及び実績に関する調査結果

１．都道府県における入札契約制度の状況（１／２） 

＜参考＞平成２１年２月時点調査結果 
①一般競争入札の導入状況（平成２３年３月時点） 

般競争入札

制度あり・

実績あり 

一般競争入札 
制度あり・

実績あり 
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制度あ

り 実績
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23.4% 
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32 
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制度なし 
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り、実績

あり 
37% 

制度あ

り 実績

制度なし 
58% 

実績なし
4 

8.5% 

68.1%  91.5% り、実績

なし 
5% 

②一般競争入札における各種制度の採用状況（平成２３年３月時点）

制度あ

り、実績

あり 
19% 

総合評価方式の採否 

制度あ

り、実績
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低入札価格調査制度の採否 

制度あ

最低制限価格制度の採否 

② 般競争入札における各種制度の採用状況（平成２３年３月時点）

制度あ
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なし 
3% 
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19% 
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なし 

制度あ

り、実績

あり 
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22 

制度なし 
78% 

3%制度なし
78% 

制度なし
72% 

※回答数：３８ 



地方公共団体における入札契約制度の導入状況 
建設コンサルタント業務についての入札契約制度及び実績に関する調査結果

③プロポーザル方式の導入状況（平成２３年３月時点） 
１．都道府県における入札契約制度の状況（２／２） 

※回答数：３８ 

＜参考＞平成２１年２月時点調査結果 

23 ※回答数：４７ 



地方公共団体における入札契約制度の導入状況 
建設コンサルタント業務についての入札契約制度及び実績に関する調査結果

２．政令指定都市における入札契約制度の状況（１／２） 

①一般競争入札の導入状況（平成２３年３月時点） 
＜参考＞平成２１年２月時点調査結果 
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② 般競争入札における各種制度の採用状況（平成２３年３月時点）
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地方公共団体における入札契約制度の導入状況 
建設コンサルタント業務についての入札契約制度及び実績に関する調査結果

２．政令指定都市における入札契約制度の状況（２／２） 
③プロポーザル方式の導入状況（平成２３年３月時点） ※回答数：１４ 

＜参考＞平成２１年２月時点調査結果 

25 ※回答数：１８ 



建設関連業職員の年間総実労働時間 

年間総実労働時間は、大半の年齢層で増加している。年間総実労働時間は、大半の年齢層で増加している。

図．建設関連業職員の年間総実労働時間 建設関連業年間総実労働時間 
（平成17年度平均）

男性  2,256時間 
女性  2,013時間 
全平均 2,225時間 

（ 成 年度 均）

平成17年度 年間実労働時間 
調査産業計：1,805.9（時間） 
サービス業： 1,800.4（時間） 

26 
出典：賃金白書（全国建設関連産業労働組合連合会）及び毎月勤労統計調査（平成17年4月~平成18年3月）（厚生労働省）をもとに、建設市場整備課作成 



建設関連業職員の残業時間 

※ 建設関連業職員の残業時間は、増加傾向にある。※ 建設関連業職員の残業時間は、増加傾向にある。 
※ 建設関連業職員の残業時間は、他産業の5倍以上となっている。 

図．建設関連業職員の残業時間（１１月） 

平成19年11月 所定外労働時間 
調査産業計：11.3時間 
サービス業：10.8時間 

27 

注1：調査対象者は、建設関連労連に加盟している全組合員 
出典：賃金白書（全国建設関連産業労働組合連合会）及び毎月勤労統計調査（平成19年11月）をもとに、建設市場整備課作成 



建設関連業職員の大卒３５歳（男性）賃金 

※ 大卒35歳（男）賃金は、平成9年度にピークに達し、その後低下を続けている。※ 大卒35歳（男）賃金は、平成9年度にピ クに達し、その後低下を続けている。
※ 平成12年度以降、他産業と比較して低くなっている。 

図．建設関連業職員の大卒35歳（男）賃金

大学卒業者（男性）の賃金（平成19年度） 
35歳～39歳 
全産業                  ：33.7万円 
サービス業（他に分類されないもの）：33.1万円 

28 

注1：経団連（500人以上計）は、全産業の500人以上の企業のうち、「その他の技術」の職種の賃金 
出典：賃金白書（全国建設関連産業労働組合連合会）及び賃金構造基本統計調査（厚生労働省）をもとに、建設市場整備課作成 



建設コンサルタントの年齢構成 

29 



建設コンサルタント業務の月別契約・納期件数 

公共発注者の発注業務における月別契約・納期件数（平成20年度業務）公共発注者の発注業務における月別契約・納期件数（平成20年度業務）

資料：建設コンサルタンツ協会 
 ・８会員企業の国土交通省、都道府県、政令指定都市受注業務を集計 

30 



建設関連業の新たな役割 

● 施工監理 維持管理 環境分野等成長が見込まれる分野での 建設関連業が持つ技術力の活用

施工 調査・設計 維持管理 

● 施工監理、維持管理、環境分野等成長が見込まれる分野での、建設関連業が持つ技術力の活用 

● 新分野展開、国際展開による新たな市場創出型産業への転換 
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○専門技術分野の強化 
○技術開発促進

維持管理 
CM・PM方式

路運営の事業主体とな
る国内初の事例 

 ・ 今後は、都道府県道を
一括管理する包括外部
委託事業への本格展開
に乗り出す 

○海外業務での競争力強化 ○新分野への進出 異業種との連携 等

○技術開発促進 
○活動領域の拡大 等 

環境・エネルギー

方

PFI・PPP 
○技術力承継・確保のための人材確保・育成 
○経営におけるマネジメント能力の向上 等 

○海外業務での競争力強化
○海外業務に対応した人材の確保・育成 等 

○新分野への進出、異業種との連携 等 環境 エネルギ

異業種連携・新分野展開 エネルギー分野 

鉄道・下水道技術の海外輸出 事業コンサルティング 
例：（株）オリエンタルコンサルタンツ 

国際展開 
例：パシフィックコンサルタンツグ
ループ（株） 
 ・ 経営シンクタンク機能を持つ子

会社を設立 
 ・ 設計VEのノウハウを自治体経

例：国際航業ホールディングス（株） 
 ・ 国際航業グループ4社（国際航業

ホールディングス、国際環境ソリュー
ションズ、国際航業、東洋設計）は、
宮崎県、都農町との間で大規模太陽

 ・ アジアとヨーロッパを結ぶボスポ
ラス海峡トンネル事業にプロ
ジェクトマネージャ（PM）として参
画 

 ・ 海底トンネル事業の海底部・陸
上部 その他ストックヤードや鉄 海外企業 政府との技術提携 営、民間企業の経営改善に活

用 
 ・ 情報収集、異業種企業とのネッ

トワーク拡大により、新たなビジ
ネス展開を図る 

光発電事業に関するパートナーシッ
プ協定を締結 

 ・ 送電線を利用する発電事業として
は、電力会社以外が運営する国内初
のメガソーラー発電所の建設に着手 

上部、その他ストックヤードや鉄
道を含めた全体のプロジェクト
マネジメントをオリエンタルコン
サルタンツJVが受注 

海外企業・政府との技術提携

31 



建設関連業の海外展開事例 

台湾における⽔質浄化プロジェクト 〜⽇⽔コン〜

• 2001年、台湾行政院環境保護署(EPA)が来日し、日

プロジェクト参加の経緯 プロジェクト参加の経緯 

台湾における⽔質浄化プロジェクト         ⽇⽔コン

図．契約の体系・役割分担 
、 湾 院環 保護署 、

水コンの河川浄化技術について意見交換。台湾は

水質汚濁の進行が著しく、同技術の導入に期待。 

• 2005年、現地で独自調査を行い、現地コンサルタン

クライアント(EPA) 

ﾀｰﾝｷｰ契約 コンソーシアム005年、現地で独自調査を行い、現地 ンサルタン

トと現地ゼネコンとで企画提案を行う。 

• 同年、ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙによる入札が行われ、特定される。 
ﾌﾟﾗｲﾑ･ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ 
（現地施工会社） 

請負契約

• 工程施工 
• 工程管理 

ンソ シアム 
施行リ
スク 技

術
に

• 南湖浄化施設（浄化対象水量：0.064m3/s、施設容量：

3 00 3 概略建設費 約2 0百万円）

事業の概要（基隆河浄化プロジェクト） 事業の概要（基隆河浄化プロジェクト） 
ｻﾌﾞ･ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ 

（現地ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ） 

請負契約
• 專案管理 
• 細部設計 
• 試運轉與技術轉移 

行銷與宣導

設計リ
スク 

に
注
目 

3,700m3、概略建設費：約270百万円）

• 成美浄化施設（同：0.104m3/s、4,400m3、約350百万円） 

• 上記2施設の良好な結果を踏まえ、現在、他2施設が完成

施 が建

ｻﾌﾞ･ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ 
（日水コン）

委託契約 • 行銷與宣導 

• 基本設計 
• 細部設計諮詢 

リスク
フリー 

し、3施設が建設中

ポイント ポイント 

（日水コン） • 施工中技術指導 

• 本プロジェクトは数年間に亘る性能保証が契約上求められているが、本プロジェクトにおいて、日水コンはリスクフリー契約

を採用し、当該リスクは現地コンサルタントに配分された。 

• 子細条項の合意までかなりの時間を要した。契約に際しては、しっかり工程管理しなければ、大きなリスクを負うこととなる。 32 



建設関連業の新規分野進出事例 

建設コンサルタント会社として初めて道路運営事業に参⼊ 〜⻑⼤〜

伊吹山ドライブウェイで道路運営事業に参入

概   要 概   要 

建設コンサルタント会社として初めて道路運営事業に参⼊  〜⻑⼤〜

 ・ 伊吹山ドライブウェイで道路運営事業に参入

 ・ 建設コンサルタントが道路運営の事業主体となる国内初の事例 

取り組み内容取り組み内容

 ・ 伊吹山ハイウェイの実際の運営実施は日本自動車道が行ってお

り、長大はマッコーリーグループへの出資という形で運営に参画 

取り組み内容取り組み内容

 ・ 経営アドバイザリーを行っている日本インフラストラクチャーマネ

ジメント（JIM）への出資により、JIMを通じて経営に参画 

 ・ JIMへ技術職員を派遣し、ノウハウを取得。 

 ・ 道路の付帯施設の維持管理に加え、サービス提供にも取り組ん

でいく考え。 

 ・ 都道府県道を一括管理する包括外部委託事業への本格展開 

 ・ 国内の既存分野だけでやっていくのは困難であり、今後は 社会

今後の展開今後の展開

国内 既存分野だけ や く は困難 あり、今後は 社会

インフラのサービスプロバイダーとしてインフラマネジメントに関

わっていく。 
33 資料：長大パンフレット 


